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(54) Title: DEFECT INSPECTION DEVICE AND METHOD FOR TFT SUBSTRATE

(54) 発明の名称 ：T F Τ 基板の欠陥検査装置及び方法

1] (57) Abstract: This defect inspeciion device (100) detects a
short-circuit defect that generates heat b y the passage o f an
electric current through wires on a TFT substrate (2) b y an
infrared camera (5). The defect inspection device i s provided
with an infrared source (10) which applies infrared rays to
the TFT substrate (2), a data storage unit (9) which holds a
reference image of the TFT substrate (2), and a main control
unit (7) which serves as an image processing unit for per
forming matching between an infrared image obtained b y the
infrared camera (5) and the reference image. The infrared
source (10) i s installed on the same side as the infrared cam
era (5) with respect t o the TFT substrate (2). Consequently,
a defect inspection device and method wherein the differ
ence between pattern materials such as wires and glass be
comes clearly obvious irrespective o f the material o f the
TFT substrate can be provided.

(57) 要 約 ： 本 発 明の 欠 陥検 査 装 置 （1 0 0 )
は、 T F T 基 板 （2 ) の配 線 を通 電す る ことに
よ り発熱す る短絡欠 陥 を赤外 カ メラ （5 ) で検
出す る。 T F T 基板 （2 ) に赤外線 を照射 す る
赤外線源 （1 0 ) と、 T F T 基 板 （2 ) の基 準
画像 を保持す るデー タ記憶部 （9 ) と、赤外 力
メラ （5 ) で得 られ た赤外 画像 と基準 画像 との
マ ッチ ングを行 う画像処理部 と しての主制御部
( 7 ) と を備 える。赤外線源 （1 0 ) は、 T F

T 基 板 （2 ) か ら見 て赤外 カメラ （5 ) と同 じ
側 に設置 され る。 これ に よ り、 T F T 基板 の材
質 に依 らず、配線や ガラスな どのパ ター ン材 質
の差異 を、明瞭 に顕在化す る欠 陥検査装置 及 び

方法 を提供す ることができる。
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明 細 書

発明の名称 ：T F T 基板の欠陥検査装置及び方法

技術分野

[0001 ] 本発明は、 T F T 基板上に形成 された配線の欠陥を検査する装置及び方法

に関するものである。

背景技術

[0002] 従来の液晶パネルの製造 プロセスには、例えば、 ア レイ工程、セル工程、

モジュール工程等がある。 このうち、 ア レイ工程では、透明基板上に、ゲ一

卜電極、半導体膜、 ソース ドレイン電極、保護膜、透明電極が形成 された

後、 ア レイ欠陥検査が行われ、電極や配線等の短絡や断線等の欠陥の有無が

検査 される。そ して、 ア レイ欠陥検査方法 と しては、基板 を赤外カメラで撮

影 して画像処理 を行い、欠陥位置を自動で特定する赤外検査がある。

[0003] 例 えば、特許文献 1 の実施例 1 には、図 1 0 に示すような欠陥検出方法が

示されている。赤外線源 9 0 6 で薄膜 トランジスタ基板 9 0 4 を下部か ら照

らし、赤外線 を透過させることで、配線やガラスといったパターン材質の差

異 を顕在化させた赤外線画像 を赤外線検出器 9 0 5 により得て、予め撮影 さ

れた基準画像 とマ ッチングすることで、赤外線検出器 9 0 5 の位置合わせを

行 う。そ して、 プロ一プ 9 0 1、 9 0 2 により配線 を通電させることで、発

熱する薄膜 卜ランジスタ基板 9 0 4 の配線部 と短絡欠陥部の赤外線画像 を赤

外線検出器 9 0 5 で検出 し、線状、或は点状の発熱パターンや欠陥の位置、

欠陥の数量等に応 じて印加電圧、検出位置、 レンズ、赤外線検出器 9 0 5 等

を切 り換え、欠陥位置を特定する。 ここで、赤外線検出器 9 0 5 は、薄膜 卜

ランジスタ基板 9 0 4 上の発熱部か ら放射される波長域約 3 ~ 5 m、或は

8 3 mの赤外線や、薄膜 トランジスタ基板 9 0 4 を透過する赤外線源

9 0 6 か らの赤外線 を検出することが開示されている。

[0004] また、特許文献 1 の実施例 2 には、図 1 1 に示すように、セラミック基板

9 6 0 の製作において、基板のめ っき工程 にて基板上にガラスが多いとめ つ



き困難となるため、ガラスの分布を、赤外線検出器 9 0 5 を用いて測定する

装置が示されている。当該装置では、タングステン9 0 6 f 、 9 0 6 g を赤

外線源として用いて、セラミック基板 9 6 0 を照らすことで、落射照明に対

して反射率の高い金属部を反射率の低いガラスから顕在化 し、落射照明 した

場合としない場合の画像の差分を取ることによって、ガラスのみを顕在化す

ることが開示されている。

先行技術文献

特許文献

[0005] 特許文献1 ：曰本国公開特許公報 「特開平 6 _ 2 0 7 9 4 号公報 （1 9 9 4

年 7 月 2 6 曰公開）

特許文献2 ：曰本国公開特許公報 「特開 2 0 - 5 7 4 9 4 号公報 （2 0 1

1 年 3 月 2 4 曰公開）

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0006] しか しながら、特許文献 1 の実施例 1 に記載の欠陥検出方法では、昨今一

般的にT F T 基板に用いられる無アル力リガラスには適用 しづらいという問

題があった。すなわち、特許文献 2 には、図 1 2 に示すように、代表的なガ

ラスの光波長に対する透過特性が示されているが、無アル力リガラスでは、

波長域が 5 m以上の赤外線は透過せず、波長域が 3 ~ 5 mの赤外線も透

し難い。 したがって、特許文献 1 では、赤外線源 9 0 6 で薄型 トランジスタ

基板 9 0 4 を下部から照射 しても、波長が 3 m以上の赤外線は、無アル力

リガラスを有する薄膜 トランジスタ基板 9 0 4 を透過 し難いことから、薄膜

トランジスタ基板 9 0 4 を透過する赤外線量は減少 し、赤外線検出器 9 0 5

で受光する赤外線量では、配線やガラスなどのパターン材質の差異を顕在化

するのに不十分であり、予め撮影された基準画像とマッチングできず、赤外

線検出器 9 0 5 の位置合わせが困難となる場合があるという問題があつた。

[0007] また、特許文献 1 の実施例 2 は、セラミックに含まれるガラスの分布を測



定するものであ り、予め撮影 された基準画像 とマ ッチ ングさせ、位置合わせ

を行 うものではないことか ら、配線 / 《ター ンの位置合わせには不適であると

いう問題があ つた。

[0008] そ こで、本発明は、上記の問題 に鑑みてなされたものであ り、 T F T 基板

の材質に依 らず、配線やガラスな どのパ ター ン材質の差異 を、明瞭に顕在化

する欠陥検査装置及び方法 を提供することを目的 とする。

課題を解決するための手段

[0009] 本発明に係 る欠陥検査装置は、 T F T 基板の配線 を通電することによ り発

熱する短絡欠陥を赤外 カメラで検 出する欠陥検査装置であ って、 T F T 基板

に赤外線 を照射する赤外線源 と、 T F T 基板の基準画像 を保持する記憶部 と

、前記赤外 カメラで得 られた赤外画像 と前記基準画像 とのマ ッチ ングを行 う

画像処理部 とを備 え、前記赤外線源 は、前記 T F T 基板か ら見て前記赤外 力

メラと同 じ側 に設置 される。

[001 0] 本発明に係 る欠陥検査装置は、 T F T 基板の配線 を通電することによ り発

熱する短絡欠陥を赤外 カメラで検 出する欠陥検査装置であ って、 T F T 基板

に赤外線 を照射する赤外線源 と、 T F T 基板の基準画像 を保持する記憶部 と

、前記赤外 カメラで得 られた赤外画像 と前記基準画像 とのマ ッチ ングを行 う

画像処理部 と、前記赤外線源 を移動 させる赤外線源移動手段 とを備 え、該赤

外線源移動手段 は、前記 T F T 基板か ら見て前記赤外 力メラと同 じ側で前記

赤外線源 を移動 させることがで きる。

[001 1] また、前記 T F T 基板 は、無 アル カ リガラスを用いても良い。

[001 2] 本発明に係 る欠陥検査方法は、 T F T 基板 を赤外 カメラと同 じ側か ら赤外

線で照 らすステ ツプと前記 丁 F T 基板の赤外画像 を取得するステ ツプと、前

記赤外 カメラの視野の推定座標 を算出するステ ップと、予め保持 された基準

画像 と前記検 出された赤外画像 とをマ ッチ ングするステ ップとを有する。

[001 3] また、 T F T 基板の赤外画像 を取得するステ ップは、周辺領域 をの赤外画

像 を取得 してもよい。

[0014] また、前記 T F T 基板 は、無 アル カ リガラスを用いてもよい。



発明の効果

[001 5] 本発明によれば、配線やガラスといった T F T 基板を構成する材質の差異

を明瞭に顕在化する欠陥検査方法を提供することができる。

図面の簡単な説明

[001 6] [ 図 1] 本発明に係る欠陥検査装置の主要な構成を模式的に示 した図である。

[ 図2] T F Τ 基板の配線を模式的に示 した図である。

[ 図3] 本発明に係る欠陥検査方法におけるマツチング方法の各ステップを示 し

た図である。

[ 図4 ] 実施例 1 において、赤外カメラによる T F Τ 基板上の視野を表 した図で

ある。

[ 図5] 実施例 1 において、 T F T 基板 と、赤外カメラと、赤外線源 との位置関

係を表 した図である。

[ 図6] 実施例 1 において、赤外線源で照 らした T F Τ 基板を赤外カメラで検出

した赤外画像を示す図である。

[ 図7] 実施例 1 において、欠陥部が表示領域 とソース領域の境界付近にあった

場合の T F Τ 基板を模式的に表 した図である。

[ 図8] 実施例 2 において、赤外線源で照 らした T F Τ 基板を赤外カメラで検出

した画像を示 した図である。

[ 図9] 実施例 2 において、欠陥部が表示領域 とソース領域の境界付近にあった

場合の T F Τ 基板を模式的に表 した図である。

[ 図 10]従来技術に係る欠陥検査装置の構成図である。

[ 図 11]従来技術に係るセラミック基板のガラス分布を検出する装置を示す構

成図である。

[ 図 12]代表的なガラスの光波長に対する透過特性を示す図である。

発明を実施するための形態

[001 7 ] 以下、図面を参照 して、本発明に係る実施の一態様について詳細に説明す

る。図 1 は、本発明の欠陥検査装置 1 0 0 の主要な構成を示すプロック図で

ある。欠陥検査装置 1 0 0 は、マザ一基板 1 上に形成された複数の液晶パネ



ル を検査するものであ って、液晶パネルが備 える T F T 基板 2 の配線等の短

絡欠陥を検 出する。欠陥検査装置 1 0 0 は、 プロ一プ 3 、 プロ一プ移動手段

4 、赤外 カメラ 5 、 カメラ移動手段 6 、主制御部 7 、電圧印加部 8 、記憶部

と してのデータ記憶部 9 、赤外線源 1 0 及び赤外線源移動手段 1 1 を備 える

。 プロ一プ 3 は、 プロ一プ移動手段 4 によって各 T F T 基板 2 上 を移動 させ

られ、電圧印加部 8 か ら印加 された電圧 によって T F T 基板 2 の配線 を導通

させ、短絡欠陥部等 を発熱 させる。赤外 カメラ 5 は、 カメラ移動手段 6 によ

つて各 T F T 基板 2 上 を移動 させ られ、 T F T 基板 2 の赤外画像 を取得する

。データ記憶部 9 は、主制御部 7 と接続 され、画像データ等 を記憶する。赤

外線源 1 0 は、例 えば、ハ ロゲ ンランプや L E D 光源な ど、赤外線 を発する

光源が用い られ、発する赤外線が T F T 基板 2 の配線部 を強調 させるのに適

切 となる位置へ赤外線源移動手段 1 1 によって移動 させ られ、 T F T 基板 2

に赤外線 を含む光 を照射する。主制御部 7 は、 プローブ移動手段 4 、赤外 力

メラ 5 、 カメラ移動手段 6 、電圧印加部 8 、赤外線源 1 0 及び赤外線源移動

手段 1 1 を制御 し、 また、位置合わせのために画像のマ ッチ ング等 を行 う画

像処理部 と しても機能する。

図 2 は、 T F T 基板 2 の配線 を模式的に示 した図である。画像 を表示する

表示領域 2 、表示領域 2 外で配線 を有する周辺領域 2 2 を備 える。表示

領域 2 は、 ソー ス線 3 とゲ一 卜線 3 2 及び C s 線 3 3 とが格子状 に配置

される。 これ らソース線 3 1 、 ゲ一 卜線 3 2 及び C s 線 3 3 は、基板の大 き

さや種類 に依存するが、一例 と して、図 2 では、 ソー ス線 3 1 を 2 9 本、ゲ

— 卜線 を 1 0 本、 C s 線 を 9 本 と した。 そ して、周辺領域 2 2 は、 ソー ス線

3 と端子 3 1 1 、 3 3 1 を有 するソー ス領域 2 と、ゲ一 卜線 3 2 、端

子 3 及び C s 線 3 3 を有するゲ一 卜 C s 領域 2 2 2 とを備 える。 さ ら

に、ゲ一 卜 C s 領域 2 2 2 は、ゲ一 卜線 を有するゲ一 卜領域 2 2 2 1 、及

び C s 線 を有するC s 領域 2 2 2 2 を備 える。端子 3 はソー ス線 3 と

、端子 3 2 1 はゲ一 卜線 3 2 と、端子 3 3 1 は C s 線 3 3 と、 それぞれ接続

されてお り、順番 に 2 9 個、 1 0 ィ固、 1 個 である。端子 3 1 1 、 3 2 1 、 3



3 は、 ソー ス線 3 、ゲ一 卜線 3 2 及び C s 線 3 3 に電流を流す際に、 プ

ロープ 3 を接触 させるためのものである。

[001 9] 図 3 は、本発明に係 る欠陥検査方法において、赤外カメラがどこを映 して

いるかをマ ツチングする方法の各ステ ツプを示 したフロー図である。 まず、

赤外線源 1 0 で上方か らT F T 基板 2 を照 らし （S 1 ) 、配線部 を顕在化さ

せた赤外画像 を取得 し （S 2 ) 、該赤外画像か ら配線部 を抽出処理する （S

3 ) 。次 に、赤外カメラ 5 視野の位置を、 カメラ移動手段 6 の移動履歴等か

ら推定する （S 4 ) 。最後 に、マ ッチング前 に予め撮影 された可視画像や配

線部の C A D 画像等の基準画像 と赤外画像 を、配線部 をマ ッチングする （S

5 ) 。 当該マ ッチングを行 うことで、赤外カメラ 5 が T F T 基板上のどの位

置を撮影 しているかを特定することができ、欠陥部の位置がどの領域 にある

かを正確 に特定することができる。

[0020] 本実施形態によれば、赤外線源 1 0 を用いて上方か らT F T 基板 2 を照 ら

すことで、赤外線 に対 して反射率の高い金属部分、すなわちソー ス線 3 1 、

ゲ一 卜線 3 2 、 C s 線 3 3 、端子 3 1 1 、 3 2 1 及び 3 3 が、反射率の低

いガラス部分か ら顕在化され、パターン材質の差異、つまり配線部 とガラス

部分 との差異が十分に明瞭化された画像 を得 ることができる。そ して、マ ツ

チング前 に予め撮影 された可視画像や配線部の C A D 画像等の基準画像 と比

較することにより、赤外カメラ 5 の位置合わせを行 うことができる。

[0021 ] さ らに、周辺領域 2 には、表示領域 2 よ りも配線密度が高い部分があ

り、該部分を赤外線源 1 0 で上方か ら照 らし、赤外カメラ 5 で検出すると、

周辺領域 2 の配線密度が高い部分を明瞭に認識することができる。

[0022] また、赤外画像の取得は、赤外線源 1 0 を照射する後 に限 らず、前後 に取

得 してもよい。赤外線源 1 0 を照射する前後 に赤外画像 を得て、赤外画像の

差 を取ることで、 より明確 に配線部分を検出することができる。

実施例 1

[0023] 実施例 1 では、赤外カメラ 5 の視野 A が、表示領域 2 とソース領域 2 2

とを跨 ぐ場合について説明する。



[0024] 図 4 は、実施例 1 におけるT F T 基板 2 と赤外カメラ 5 による視野A を表

した図である。図4 に示すように、赤外カメラ 5 の視野A を表示領域 2 と

ソース領域 2 2 とを跨 ぐようにして撮影 した場合について、以下に説明す

る。

[0025] 図 5 は、実施例 1 において、 T F T 基板 2 と、赤外カメラ 5 と、赤外線源

0 との位置関係を表 した図である。

[0026] 図 6 は、実施例 1 において、赤外線源 1 0 で照らしたT F T 基板 2 を赤外

カメラ 5 で撮影 した赤外画像である。図 6 には、ソース領域内の配線画像 6

1、ソース領域内の端子画像 6 2 、及び赤外カメラの映り込み 6 3 が映って

いる。もし、赤外線源 1 0 でT F T 基板 2 を照らさなければ、 T F T 基板 2

表面の温度差が小さいため、赤外カメラ 5 には何を映 しているのか分からな

いベタ塗りのような映像が撮影される。一方で、赤外線源 1 0 でT F T 基板

2 を照らした場合には、図 6 に示すように、ソース領域 2 2 1 内の配線を顕

在化させることができる。特に、ソース領域 2 2 1 内の配線は、表示領域 2

1 内の配線と比べて配線密度が高く、配線部が顕在化 し易く、分解能の低い

赤外カメラであつたとしても、配線を認識することができる画像が得 られる

[0027] 図 7 は欠陥部が表示領域 2 とソース領域 2 の境界付近にあった場合

のT F T 基板 2 を模式的に表 した図で、図 7 ( a ) はT F T 基板 2 を赤外線

源 1 0 で照らさずに赤外力メラ 5 で検出した画像を模式的に表 した図であり

、図 7 ( b ) はT F T 基板 2 を赤外線源 1 0 で照らして赤外カメラ 5 で検出

した画像を模式的に表 した図である。欠陥部が表示領域 2 とソース領域 2

2 1 の境界付近にあった場合、赤外線源 1 0 でT F T 基板 2 を照らし、赤外

カメラ 5 の視野A の位置を特定 していなければ、図 7 ( a ) に示すように、

欠陥部はソース領域 2 にあるのか、表示領域 2 にあるのか分からず、

いずれの配線間で短絡 しているのかが絞 り込めない。そこで、赤外線源 1 0

でT F T 基板 2 を照らし、ソース領域 2 2 内の配線等を顕在化させた赤外

画像を撮影 し、主制御部 7 で赤外画像中の配線部を抽出する。そして、予め



保持 していた周辺領域 2 2 の可視画像 と赤外画像 とを、顕在化された配線の

位置に基いてマ ッチングを行 う。 こうすることで、赤外カメラ 5 の視野 A の

位置を特定することができた。そのため、図 7 ( b ) に示すように、欠陥部

がソー ス領域 2 内であった場合、 ソー ス線 とゲ一 卜線 との短絡ではな く

、 ソー ス線間同士の短絡であると特定することができ、欠陥検査精度 を向上

させることができた。

[0028] また、 ソース領域 2 には、表示領域 2 よりも配線密度が高い部分が

あ り、該部分を赤外線源 1 0 で上方か ら照 らし、赤外カメラ 5 で検出すると

、 ソー ス領域 2 の配線密度が高い部分を明瞭に認識することができるた

め、表示領域 2 1 よりも配線部 を抽出 し易 く、予め保持 していた可視画像 と

のマ ッチングも行い易い。

実施例 2

[0029] 実施例 2 では、実施例 1 と同 じ構成で、赤外カメラ 5 の視野 B が、表示領

域 2 とゲ一 卜 C s 領域 2 2 2 とを跨 ぐ場合について説明する。

[0030] 図 8 は、実施例 2 における赤外カメラ 5 による T F T 基板 2 上の視野 B を

表 した図である。図 8 に示すように、赤外カメラ 5 の視野 B を表示領域 2 1

とゲ一 卜 C s 領域 2 2 2 とを跨 ぐように して撮影 した場合について、以下

に説明する。

[0031 ] 図 9 は欠陥部が表示領域 2 1 とゲ一 卜 C s 領域 2 2 2 の境界付近にあつ

た場合の T F T 基板 2 を模式的に表 した図で、図 9 ( a ) は T F T 基板 2 を

赤外線源 1 0 で照 らさずに赤外カメラ 5 で検出 した画像 を模式的に表 した図

であ り、図 9 ( b ) は T F T 基板 2 を赤外線源 1 0 で照 らして赤外カメラ 5

で検出 した画像 を模式的に表 した図である。欠陥部がゲ一 卜 C s 領域 2 2

2 の中にあった場合、赤外線源 1 0 で T F T 基板 2 を照 らし、赤外カメラ 5

の視野 A の位置を特定 していなければ、図 9 ( a ) に示すように、欠陥部は

ゲ一 卜領域 2 2 2 1 にあるのか、 C s 領域 2 2 2 2 にあるのか分か らず、い

ずれの配線間で短絡 しているのかが絞 り込めない。そこで、赤外線源 1 0 で

T F T 基板 2 を照 らし、ゲ一 卜領域 2 2 及び C s 領域 2 2 2 2 内の配線



等 を顕在化 させた赤外画像 を撮影 し、主制御部 7 で赤外画像 中の配線部 を抽

出する。 そ して、予め保持 していたゲ一 卜領域 2 2 2 1 及び C s 領域 2 2 2

の可視画像 と赤外画像 とを、顕在化 された配線の位置 に基いてマ ッチ ング

することで、赤外 カメラ 5 の視野 B の位置 を特定することがで きる。 そのた

め、図 9 ( b ) に示すように、欠陥部がゲ一 卜領域 2 2 2 1 内であ った場合

、ゲ一 卜線 とC s 線 との短絡ではな く、ゲ一 卜線間同士の短絡であると特定

することがで き、欠陥検査精度 を向上 させることがで きた。

産業上の利用可能性

本発明の欠陥検査装置及び方法は、基板の欠陥検 出に利用することがで き

る。

符号の説明

1 マザ一基板

2 T F T 基板

3 プローブ

4 プローブ移動手段

5 赤外 カメラ

6 カメラ移動手段

7 主制御部

8 電圧印加部

9 データ記憶部 （記憶部 )

0 赤外線源

赤外線源移動手段

0 0 欠陥検査装置

表示領域

2 2 周辺領域

2 ソー ス領域

2 2 2 ゲ一 卜 C s 領域

2 2 2 1 ゲー 卜領域



2 2 2 2 C s 領域

3 ソース線

3 き十

3 2 ゲ一 卜線

3 き十

3 3 C s 線

3 3 き十

6 ソース領域 内の配線画像

6 2 ソース領域 内の端子画像

6 3 赤外 カメラの映 り込み

0 1 9 0 2 プローブ



請求の範囲

[ 請求項 1] T F T 基板の配線 に通電することによ り発熱する短絡欠陥を赤外 力

メラで検 出する欠陥検査装置であ つて、

T F T 基板 に赤外線 を照射する赤外線源 と、

T F T 基板の基準画像 を保持する記憶部 と、

前記赤外 カメラで得 られた赤外画像 と前記基準画像 とのマ ッチ ング

を行 う画像処理部 とを備 え、

前記赤外線源 は、前記 T F T 基板か ら見て前記赤外 力メラと同 じ側

に設置 されることを特徴 とする欠陥検査装置。

[ 請求項2] T F T 基板の配線 に通電することによ り発熱する短絡欠陥を赤外 力

メラで検 出する欠陥検査装置であ つて、

T F T 基板 に赤外線 を照射する赤外線源 と、

T F T 基板の基準画像 を保持する記憶部 と、

前記赤外 カメラで得 られた赤外画像 と前記基準画像 とのマ ッチ ング

を行 う画像処理部 と、

前記赤外線源 を移動 させる赤外線源移動手段 とを備 え、

該赤外線源移動手段 は、前記 T F T 基板か ら見て前記赤外 カメラと

同 じ側で前記赤外線源 を移動 させることがで きることを特徴 とする欠

陥検査装置。

[ 請求項3] 前記 T F T 基板 は、無 アル カ リガラスを用いていることを特徴 とす

る請求項 1 または 2 に記載の欠陥検査装置。

[ 請求項4] T F T 基板 を赤外 カメラと同 じ側か ら赤外線で照 らすステ ップと、

前記 T F T 基板の赤外画像 を取得するステ ップと、

前記赤外 力メラの視野の推定座標 を算出するステ ツプと、

予め保持 された基準画像 と前記検 出された赤外画像 とをマ ッチ ング

するステ ップとを有する欠陥検査方法。

[ 請求項 5] 前記 T F T 基板の赤外画像 を取得するステ ツプは、周辺領域の赤外

画像 を取得することを特徴 とする請求項 4 に記載の欠陥検査方法。



[ 請求項 6] 前記 T F T 基板 は、無 アル カ リガラスを用いていることを特徴 とす

る請求項 4 または 5 に記載の欠陥検査方法。
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